
資料２－１ 

 新たな社会資本整備重点計画について 

平成２３年７月６日平成２３年７月６日

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 



新たな社会資本整備重点計画の骨子【概要】 （H22.12.21） 

１．基本的な政策分野に即した 
社会資本整備が目指す姿 

２．計画期間における重点目標 ３．計画の実効性を確保する方策 
厳しい財政状況の下で「選択と集中」の厳しい財政状況の下で「選択と集中」の 従来からのＰＤＣＡサイクルに加え プロセス従来からのＰＤＣＡサイクルに加え プロセス

○社会資本整備が目指す姿を「国土」、「生活」、 
「産業 活力 という基本的な政策分野に即して

個々の事業等が真に必要なものであることを国民の 
視点でわかりやすく提示 

 

個々の事業等が真に必要なものであることを国民の 
視点でわかりやすく提示 

 

厳 財政状況 選択 集中」
視点を明示 
 

厳 財政状況 選択 集中」
視点を明示 
 

○政策課題、プログラムとは異なる視点 
  （緊急性・重要性）から、計画期間内に 
  重点的・優先的に実施する事業に関する 

「選択と集中」の基準を明示

従来からのＰＤＣＡサイクルに加え、プロセス 
改革、人材育成等を推進 
従来からのＰＤＣＡサイクルに加え、プロセス 
改革、人材育成等を推進 

・審議会による評価 
 社会資本整備審議会・交通政策審議会は、 
重点計画の実施状況について定期的に報告を 「産業・活力」という基本的な政策分野に即して、

 国民視点にたった横断的な政策目標に照らして、 
 総合的に明らかにする。 

 
○同じ政策目標を共有する事業・施策を「プログラム」 

として捉え プログラム単位で関連事業 施策を明示

 「選択と集中」の基準を明示。 

     
    
    
①今整備をしないと国際競争力を著しく 

喪失するおそれのあるもの

基準 

重点計画の実施状況について定期的に報告を 
 受け、必要に応じ改善等の提言。 

   
    
    
・広域ブロックごとの社会資本整備方針 
 広域ブロックごとの社会資本整備事業の 

  として捉え、プログラム単位で関連事業、施策を明示。

 
○従来の「アウトカム指標」中心の整理を見直し、 
 「アウトプット指標」も含めたわかりやすいものにする。 
 
○プログラム単位でアウトカム（成果目標）並びに関連

喪失するおそれのあるもの 
 
②今整備をしないと将来世代に大きな 
  負担を課すおそれのあるもの 
 
③今整備をすることで大きな経済効果を

 効率的・効果的な実施に関する方針の策定。  
    

    
   
・「地域計画」（仮称）の提案 
 地方公共団体は、地域における内発的な 
取組により目指す方向と、必要な社会資本○プログラム単位でアウトカム（成果目標）並びに関連

  事業・施策の概要及びそれらのアウトプット（事業実施 
 の必要量、箇所数等）をパッケージ化。 
 
 

③今整備をすることで大きな経済効果を
  あげるもの 
 
④今維持管理（更新）を行わないと将来 
  極めて危険となるおそれのあるもの 

取組により目指す方向と、必要な社会資本 
 整備事業等を盛り込んだ「地域計画」を国に 
 提案。 同意した場合は、国・関係地方公共 
 団体は、当該計画を踏まえて、社会資本 
 整備事業等を実施するよう努める。 

 
○基本的な政策分野ごとに、大括りの政策課題を 
 提示し、各プログラムがどの政策課題と関係するかを 
 提示。 

 

  
    
   
・必要な方策等の明示 
 ＰＰＰ/ＰＦＩの活用、人材育成、技術開発等 
 の社会資本整備の進め方に関する方針を 
 明示。 

○上記の選択基準を踏まえ、必要な 
 事業量（規模）について（例えば政策 
 課題ごとに）明示することを検討。 

○上記の選択基準を踏まえ、必要な 
 事業量（規模）について（例えば政策 
 課題ごとに）明示することを検討。 
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骨子策定後の検討状況 
（骨子策定時） （現在までの検討状況）

プログラムごとの目標（案）及び

 １．プログラムごとの目標設定 

・ 政府の各種計画等から プログラムごとの目標・ プログラムごとの目標（案）及び
 アウトカム指標（案）は、大部分が 
 未設定。 

政府の各種計画等から、プログラムごとの目標 
 （案）を検討（一部については、数値目標を設定）。 
・ アウトカム指標（案）についても、策定作業を進め 

ている。ている。 

 ２．施策・事業の内容の精査 

・ プログラムごとに、関連する 
 施策・事業の案を列挙。 

・ 計画部会委員との意見交換を通じて、プログラム 
 達成に寄与する施策・事業を精査し、それぞれの 
 プログラムとの関連性を明らかにした。
・ 一部の施策・事業については、プログラムへの 
 寄与度の大きさを整理。 
・ 震災を踏まえ、新たな施策・事業の追加を検討。 

プ

 ３．プログラム案の再編 

震災を踏まえ 防災 減災関連のプログラムに・ ４２のプログラムを提示。
 
  

・ 震災を踏まえ、防災・減災関連のプログラムに 
 ついて再編を検討。 
・ 他のプログラムについても、再編を検討。 2 



プログラムごとの目標設定（イメージ） 
  第５回計画部会で示した  現在検討中の第 回計画部会で示した
  プログラムのアウトカム指標（案）等 

現在検討中の
  プログラム目標、アウトカム指標の案 

（プログラム） 
 交通事故のない社会を目指す 

（プログラム） 
交通事故のない社会を目指す

政
府
政
府

（プログラム目標（案）） 
  （未設定） 

（プログラム目標（案）） 
 未だ道路交通事故による死傷者数が90万人を超え、

道路交通事故件数そのものを減少させることが求めら
れ る と また 鉄道など大量 高速輸送シ ム

府
の
計
画
等
を

府
の
計
画
等
を

れていること、また、鉄道など大量・高速輸送システム
の進展の中で、一たび交通事故が発生した場合には重
大の事故となる恐れが常にある。これら交通事故に関
し、人命尊重の理念の下に、究極の目標として、交通
事故のない社会の達成を目指すを

も
と
に
、
目

を
も
と
に
、
目

（アウトカム指標（案））  
  道路交通事故死者数、同死傷者数 

（アウトカム指標（案））  
  道路交通事故死者数、同死傷者数 

事故のない社会の達成を目指す。

目
標
の
案
等
を

目
標
の
案
等
を

（プログラム） 
 外国人観光旅客の来訪を促進する 

（プログラム） 
 外国人観光旅客の来訪を促進する 

を
検
討 
を
検
討 

（プログラム目標（案）） 
 国際相互理解の増進や我が国文化の発信、新しい文
化の創造といった観点から、更なる外国人観光旅客の
来訪増加を促進し、将来的には3,000万人とする。

（プログラム目標（案）） 
  （未設定） 

来訪増加を促進し、将来的には3,000万人とする。 

（アウトカム指標（案））  
  （未設定） 
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（アウトカム指標（案））  
  訪日外国人旅行者数 



施策・事業の内容の精査 

○ 東日本大震災に際し、燃料油の輸送は、個々のインフラの整備（事前の耐震補強の対策を含
む）や、早期の応急復旧はもちろん、事前の事業継続計画の想定や、多モードの円滑な組み合
わせ、全体的なオペレーションの実現など、ハード・ソフトの連携がなければ達成されなかった。 

○ 現時点でのプログラムに、今回の知見を踏まえた施策・事業を追加することが必要ではないか。 

プログラム 大災害発生時の広域的な救援活動、応急対策支援等が円滑に行われるようにする 

  〈現時点での施策・事業案〉 今回の震災から得られ

 関連する施策・事業（案） 

■事業継続計画（ＢＣＰ）の策定 
■道路橋の耐震対策の推進

■ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの体制強化 

〈現時点での施策 事業案〉

■耐震強化岸壁等の整備 
た知見を踏まえ追加が
考えられる新たな施策・

事業例 
多 ド 円滑な組み合わせ

■事業継続計画（ ）の策定
支援 ■道路橋の耐震対策の推進 

■空港等の耐震性向上 ■電子国土基本図・災害復興計 
  画基図の整備  

等

■災害時物流を後方で支援する
機能の強化

■多モードの円滑な組み合わせ
による物流ルートの確保 

■防災公園の整備 
等 

機

各事業・施策間の連携、ハード・ソフトの連携を考慮 
等 
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今回の震災を踏まえたプログラムの変更（イメージ） 

○ 現在のプログラムでは、地震については「地震に強い国土づくり・まちづくりを行う」のみを設定。○ 現在のプログラムでは、地震については 地震に強い国土づくり まちづくりを行う」のみを設定。 
○ 東日本大震災の教訓を踏まえ、 
    ・「津波に強いまちづくり」 
    ・「災害の発生により損なわれる機能をカバーするシステムの構築」災害 発 り損なわれる機能を するシ テ 構築」
  等のプログラムを新たに設定する等､災害関係の項目の再編を検討する必要があるのではないか｡ 

「津波に強いまちづくり」に関連する施策・事業（案） 

  
■海岸保全施設の整備 ■防災公園の整備 ■GPS波浪計等による  

津波監視の強化 
■避難計画の策定、避難訓練、

防災教育 
■津波防災に資する緑地の

整備 

■避難ビルの整備 

海岸公園（仙台市） 

■避難路の整備 
■街区の嵩上げ 

■津波ハザードマップの作成 

■集団的移転の促進 

■津波による被害が予想さ
域 建築制限れる区域における建築制限 
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プログラムの変更（イメージ） 

第５回計画部会で示したプログラム プログラムの変更イメージ第５回計画部会で示したプログラム

防災・国土保全関連 

プログラムの変更イメージ

防災・国土保全関連 

水害に強い国土づくり・まちづくりを行う 

地震に強い国土づくり・まちづくりを行う 

水害に強い国土づくり・まちづくりを行う 

地震に強い国土づくり・まちづくりを行う 東
日
本

東
日
本

土砂災害に強い国土づくりを行う 土砂災害に強い国土づくりを行う 

津波に強い国土づくり・まちづくりを行う 
本
大
震
災
の
教

本
大
震
災
の
教

雪害に強い国土づくり・まちづくりを行う 

地震、火災の発生時に大きな被害が発生しうる古い 
住宅地の危険を解消する 

雪害に強い国土づくり・まちづくりを行う 

地震、火災の発生時に大きな被害が発生しうる古い 
住宅地の危険を解消する

教
訓
を
踏
ま
え

教
訓
を
踏
ま
え

大災害発生時の広域的な救援活動、応急対策支援 
等が円滑に行われるようにする 

温暖化により激甚化する災害（高潮 ゲリラ豪雨等）

大災害発生時の広域的な救援活動、応急対策支援 
等が円滑に行われるようにする 

温暖化により激甚化する災害（高潮 ゲリラ豪雨等）

え
変
更 

え
変
更 

温暖化により激甚化する災害（高潮、ゲリラ豪雨等）
に適応した国土づくり・まちづくりを行う 

温暖化により激甚化する災害（高潮、ゲリラ豪雨等） 
に適応した国土づくり・まちづくりを行う 

災害の発生により損なわれる機能をカバーするシス 
テムを構築する
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今後の検討方針（案） 

 １．新たな社会資本整備重点計画に盛り込むべき事項 

（１） 基本的な政策分野に即した社会資本整備が目指す姿 

社会資本整備が目指す姿について 国民にと て真に必要な施策 事業を総合的に

（２） 計画期間における重点目標

 社会資本整備が目指す姿について、国民にとって真に必要な施策・事業を総合的に 
明らかにする。 

（２） 計画期間における重点目標

震災後の状況を踏まえ、基準の見直しを検討する。 

○ ８月中 中間とりまとめ （上記１ （１）を中心に検討を進める）

 ２．今後の検討スケジュール 

  ○ ８月中 中間とりまとめ （上記１．（１）を中心に検討を進める）

  ○ ９月以降 地方公共団体等の意見聴取、パブリック・コメントの募集 

○ １２月中 最終答申（予定）  ○ １２月中  最終答申（予定）
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